
 

 

医療ＤＸ対応の一丁目一番地・医療機関における「マイナ保険証」導入の

目指すものと医療現場への影響～導入・普及に向けた課題とは？ 
医療ジャーナリスト 冨井 淑夫 

現行保険証の廃止とマイナ保険証への完全移行 

2022 年 10 月 13 日の記者会見で、河野太郎デジタル担当大臣が、従来の健康保険証

を 2024 年秋に廃止することを表明した。マイナンバーカードの交付がスタートした

のは 2016 年だが、総務省の発表では 2022 年 7 月 31 日時点のマイナンバーカードの

交付実施済み数は約 5815 万枚で、人口比の国民の取得率は約 45.9％であった。

〔(注)2023 年 7 月 2 日段階の有効申請受付数は約 77.3％〕。その取り組みの一環とし

て、政府は、「デジタル田園都市国家構想交付金」を創設し、「デジタル実装タイプマ

イナンバーカード利用横展開事例創出型」として、全国へのマイナンバーカード利用

の先行事例を作る目的で、マイナンバーカード交付率が高い団体に対して交付金を支

援するなど、都道府県に対しても取り組むことを推進している。 

 

出典：「オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け）」（厚生労働省）

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html）を加工して作成 



 

マイナンバーカードの保険証利用には、医療機関・薬局において、オンライン資格

確認等システムの導入が必要である。オンライン資格認定等システムが保険医療機関

に義務付けられた背景としては、2022年6月7日に閣議決定された「骨太の方針2022」

（経済財政運営と基本方針 2022）に端を発する。同方針では「オンライン資格確認に

ついて医療機関・薬局に 2023 年 4 月からの導入を原則として義務付けると共に、導

入を目指し、更に同資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止を目指す」と、

「医療・介護分野でのＤＸ推進」の最重要事項として位置付けられた。同方針では、

「保険証の廃止」に関しては、「保険加入者から申請があれば保険証は交付される」と

の留保も明記されており、受診時に従来の保険証とマイナ保険証が選択できることと

していたが、前述の河野大臣の発言の後、マイナ保険証への統一に見直された。 

そこで、厚生労働省は「オンライン資格確認の導入について」という広報ツールを

「国民」及び「医療機関・薬局」の双方に向けて作成し、積極的に情報発信している。

広報ツールでは、 医療機関・薬局の窓口で、患者の直近の資格情報等（加入している

医療保険や自己負担限度額等）が確認できるようになり、期限切れの保険証による受

診で発生する過誤請求や手入力による手間等による事務コストが削減できることや、

マイナンバーカードを用いて本人確認を行うことにより、医療機関や薬局において、

特定健診等の情報や診療/薬剤情報を閲覧できるようになることが紹介されており、

国民に対してはマイナンバーカードの取得を、医療機関・薬局に対してはオンライン

資格確認等システムの導入を勧めている。 

 

出典：「第 152回社会保障審議会医療保険部会」資料 2（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27429.html）を加工して作成 



 

患者の窓口負担増で「活用加算」が廃止、新たに「充実加算」へと再編 

前出の閣議決定を踏まえて 2022 年 8 月 10 日の中央社会保険医療協議会（中医協）

ではその内容が答申され公表された。 

その中では「診療報酬上の加算の見直し」に言及されている。同年 4 月の診療報酬

改定でマイナ保険証の利用促進を目指して新設された「電子的保健医療情報活用加算」

が 9 月末で廃止することが決定された。それに代わるものとして、10 月から新たに

「医療情報・システム基盤整備体制充実加算」へと再編され、施行された。 

電子的保健医療情報活用加算が廃止になった理由は、マイナ保険証を利用すると患

者の医療費負担が大きく、逆に、従来の保険証を利用し医療機関を受診する方が、患

者負担が少なくなる点数の設定となっていた。そのため、同システム導入済み医療機

関への患者離れを招き、国の目指す「医療ＤＸ」推進の方向性と逆行する結果を生む

ことが予想された。 

見直し再編された医療情報・システム基盤整備体制充実加算は患者負担額だけで見

ると 3 割負担の場合、初診でマイナ保険証を提示した場合の加算は「21 円→6 円」に

引き下げられ、再診での加算は廃止された。また、従来の保険証を利用した場合は、

逆に「9 円→12 円」へと引き上げ、患者側の負担増となっている。 

 

出典：「第 152回社会保障審議会医療保険部会」資料 2（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27429.html）を加工して作成 



 

医療機関・薬局におけるオンライン資格確認の運用開始 

同システム導入の体制づくりには顔認証付きカードリーダー導入が不可欠である

が、2021 年 4 月より国の補助金事業により「病院に対しては 3 台、診療所・保険薬局

に対しては 1 台の無償提供」が行われるようになった。カードリーダー以外のコスト

で補助金対象になるのは①マイナンバーカードの読取・資格確認端末等のソフトウェ

ア・機器の導入②ネットワーク環境の整備③レセコン・電子カルテ等に改修する既存

システムの改修等――にかかるコストで、何れの施設類型にも上限を設定。大型チェ

ーン薬局の補助額上限が一般の薬局・診療所と比べて低く設定された。病院の場合、

22年 6月 7日以降は上限額を約2倍に拡充、診療所と大型チェーン以外の薬局も42.9

万円を上限にその「4 分の 3」から「実費補助」に改正された。 

補助の見直しや令和 5 年 4 月からのオンライン資格確認の原則義務化により、多く

の医療機関・薬局で導入が進んでいる。厚生労働省の報告では、2023 年 7 月 2 日時点

のカードリーダー申し込み施設数は約 21.1 万施設で、総施設数の約 92％の申し込ま

れており、そのなかで運用を開始した施設は約 18 万施設で全体の約 78.6％と報告さ

れている。施設類型別の運用開始施設においては、病院 89.1％、医科診療所 74.2％、

薬局 91.8％といった状況である。 

出典：「第 152回社会保障審議会医療保険部会」資料 2（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27429.html）を加工して作成 
 



 

厚生労働省の

「オンライン資

格確認の導入に

ついて」紹介サイ

トでは、国がメリ

ットを強調する

同資格確認の利

用状況が紹介さ

れている。令和 5

年 5 月分で、オン

ライン資格確認

等システムを活

用した資格確認

が約1.4億件行わ

れている。そのう

ち、マイナンバー

カードによるもの

は約 853 万件であった。医療機関・薬局が情報を閲覧した件数で、最も多かったのが

薬剤情報で約 435 万件利用されており、診療情報については約 269 万件であった。 

マイナ保険証は、当該患者の電子カルテと繋がっているのではなく、レセプトと繋

がっていることから、現時点では、閲覧できる情報が限定されている。今後、医療 DX

が進めば、電子カルテの普及と情報の標準化などにより、他の保険医療情報について

も閲覧が可能になるのではないかと考えられる。 

出典：「オンライン資格確認の導入について」オンライン資格確認システムの導入状況（医療機関・薬局、システムベンダ向け）（厚生労働

省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html）を加工して作成 

出典：「オンライン資格確認の導入について」オンライン資格確認システムの導入状況（医療機関・薬

局、システムベンダ向け）（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html）を加工して
作成 



 

今後の医療現場での展望について 

2022 年 12 月 1 日の参議院予算員会では、総務省が「マイナポイント」に係る予算

額が約 2 兆円であったことが報告されている。将来的な医療 DX の展開を見据えて、

国は、マイナ保険証利用の拡大を積極的に行っており、「訪問診療・訪問看護の居宅に

おける資格確認の仕組みの構築」や、診療を行わない「柔道整復師・あんまマッサー

ジ指圧師・鍼灸師の施術所や、健診・保健指導実施機関を対象に現在、利用している

保険証の資格情報の代替として、必要な資格情報のみを取得可能な簡素な仕組みの構

築」に向けて、必要な予算を経済政策に盛り込む方針を打ち出している。 

今後、医療ＤＸの推進を行っていくには、医療現場の課題を一つひとつ拾い上げて

いることが必要と考えられる。 
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※2023 年 7 月 31 日時点の情報をもとに作成しております。 


